
27

単位

本数 18 (16) 18 (17) 20 (19) 20 (19)

本数 0 (0) 2 (2) 3 (3) 3 (3)

本数 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

本数 18 (16) 15 (14) 16 (15) 16 (15)

本数 0 (0) 1 (1) 1 (1) 1 (1)

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

Ａ．本施策を構成する事務事業の数 － －

　うち基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数） － －

　うち基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

区　　　　　分 22年度実績 23年度実績

施策の
トータル
コ ス ト

－ －

－

41,459

－

26年度実績 27年度実績

44,342

　うち基本事業②を構成する事務事業の決算額小計 － － 0

696,441 755,955

91,080

11,5400

739,669

施策Ｎｏ． 27 施　策　名 障がい者の社会参加と自立の促進

主管課名 社会福祉課

0.017

0.816

0.020 0.010 0.043 0.011

0.733 0.5530.617

平成 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料） 一般施策

基本目標№ 3 基本目標名 健やかで笑顔あふれるまち

関係課名

施策が目指
すすがた

・障がい者が地域社会の一員として様々な分野で積極的に社会参加をしています。
・障がい者が住み慣れた地域で就労しています。
・障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしています。

施策の成果
向上に向けて
の住民と行政
との役割分担
や地域等へ
の期待など

事
業
所

・
市
　
民

・障がいがあっても、住み慣れた地域で元気に安心して暮らし続けられるよう協力します。
・事業所は、雇用の確保などにより、障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう努めます。

25年度 26年度 27年度

行
　
政

・障がい者の社会参加を支援します。
・障がい者の就労を支援します。
・障がい者の自立支援サービスの充実を図ります。
・障がい者やその保護者などからの相談体制を充実させます。

（
地
域

）

そ
の
他

・地域全体で、障がいがあっても、住み慣れた地域で元気に安心して暮らし続けられるよう協力します。

市民意識
調査結果

27年度

＜施策満足度調査結果＞※27年度は「実感度」

23年度 24年度

＜施策重要度調査結果＞

23年度 24年度 25年度 26年度

24年度実績 25年度実績

－ －

　うち基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

786,756

　うち基本事業④を構成する事務事業の決算額小計 － － 12,342

　うち基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

872,544 843,440

　うち基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 － －

－ －

　うち基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数） － －

11,566

－

0

696,441

0 4,720

769,924

0 0

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

902,079 884,899

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） － － 24,502 24,074 29,535

25

Ｄ．事務事業に要する年間総時間 － － 9,916

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 － －

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ）

24

6,740

－ 720,943 780,029

22

5,740

22

5,570

－ 4,399 4,194 4,382 4,181

43,152

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

17,167 20,033 19,546
Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　　上
円 － － 553 547

市民１人あたりにおける施策の
円 － － 15,716

678 961
Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

効率性
指　標

　同　　　上
円 － － 16,269 17,713 20,711 20,507

魚津市の人口（各年度12月末時点） － － 44,315 44,036 43,555
参考

１時間あたりの平均人件費 －
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27

28

29

30

目標値（上段）及び実績値（下段）

12,000
8,666 9,762 8,977 8,363 8,185

27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

Ｈ21年度実績

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施策Ｎｏ． 27 施　策　名 障がい者の社会参加と自立の促進

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

基本事業名① 社会参加の支援

基本事業①の目的（意図） 障がい者が地域社会の一員として様々な分野で積極的に社会参加をしています。

平成27年度における
主な事業内容（活動内容）

【障がい者連合会委託事業】
・魚津市障害者連合会に活動補助金を交付するとともに事業委託（歩行訓練、体育大会、水泳教室、ユニークフレン
ドの集い、ボーリング大会等）を行いました。
【障がい者交流センター運営事業】
・社会福祉協議会を指定管理者として、障がい者の自立と社会参加促進のためレクリエーション等を行う場を提供
し、障がい者相互の交流を推進しました。

障害者交流センター利用人数 人 9,709
10,250 10,500 10,750 11,000

成果指標名

8.9

単位

10.0
8.3 8.1 8.2 8.5 6.5

レクリェーション事業等参加者数／市内の障
がい者数

％ 8.3
8.5 8.7

№ 会計名 事務事業名
平成27年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

社会福祉課

一般会計 障がい者交流センター運営事業 3,721,000 3,721,000 0 Ａ 社会福祉課

１次評価結果

一般会計 障がい者連合会委託事業 1,220,000 1,220,000 0 -

社会福祉課

0

一般会計 臨時福祉給付金 51,035,000 39,401,374 11,633,626 -

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 55,976,000 44,342,374 11,633,626

0

0

11,000

8,603

9.0

6.8

基本事業①を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業　-：評価対象外事業）

9.0
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施策Ｎｏ． 27 施　策　名 障がい者の社会参加と自立の促進

基本事業名② 就労支援

基本事業②の目的（意図） 障がい者の就労が進んでいます。

平成27年度における
主な事業内容（活動内容）

【障がい者等雇用奨励金交付事業】（再掲）
・障がい者の雇用の促進を図るため、障がい者を雇い入れる事業主に対する雇用奨励金の受付を行い２件交付しま
した。

1.70 1.85 1.94

成果指標名 単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

障がい者雇用率（魚津公共職業安定所管
内）

％ 1.69
1.70 1.73 1.76 1.79

1.95
1.74 1.76

一般会計 障がい福祉サービス費等給付事業（施策27③再掲） （540,328,000） （533,174,839） （7,153,161） Ｂ 社会福祉課

0

0

基本事業②を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成27年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 障害者等雇用奨励金交付事業（施策８①再掲） （72,000） （24,000） （48,000） Ａ

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 0 0 0

0

0

1.82

2.09

商工観光課
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施策Ｎｏ． 27 施　策　名 障がい者の社会参加と自立の促進

基本事業③の目的（意図） 障がい者が安心して暮らしています。

平成27年度における
主な事業内容（活動内容）

【重度心身障がい者医療助成事業】
・心身に障がいのある方に医療費自己負担分の全部又は一部を助成しました。
【障がい福祉サービス費等給付事業】
・障がい福祉サービスを希望する障がい者が受けたサービス等の給付費を支払いました。障がい福祉サービス費等
給付事業の支給決定者数は251名で対前年比6.8％増、給付費は528,631千円で対前年比4.5％増でした。
【障がい児通所支援事業】
・障がい児通所支援を希望する障がい児が受けたサービス等の給付費を支払いました。障がい児通所給付決定者
数は46名で対前年比15％増、給付費は46,914千円で対前年比１％減でした。

成果指標名 単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

障がい者施設入所者数
※グループホームの入所者を含む

人 104
103 102 101 100

96
90 88 111 106 100

基本事業名③ 障がい者自立支援サービスの充実

社会福祉課

一般会計 障がい者住宅改善事業 2,344,624 2,344,624 0 Ｂ

66 64 51 50 48

追加：障がい者施設入所者数
人 79

社会福祉課

一般会計 特別障がい者手当等支給事業 12,930,000 11,203,540 1,726,460 - 社会福祉課

一般会計 重度心身障がい者医療助成事業 154,281,000 129,654,350 24,626,650 - 社会福祉課

基本事業③を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成27年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 身体障害者補装具給付事業 10,000,000 5,002,711 4,997,289 -

一般会計 心身障がい者扶養共済掛金助成事業 48,000 0 48,000 - 社会福祉課

一般会計 身体障がい者デイサービス事業 9,400,000 9,200,000 200,000 - 社会福祉課

一般会計 障がい者等介護手当支給事業 4,800,000 3,740,000 1,060,000 - 社会福祉課

一般会計 障がい者福祉手当支給事業 7,436,000 6,296,320 1,139,680 - 社会福祉課

一般会計 障害者介護給付費等審査会事業 2,149,000 1,395,195 753,805 - 社会福祉課

一般会計 障がい福祉サービス費等給付事業 540,328,000 533,174,839 7,153,161 Ｂ 社会福祉課

一般会計 障がい者福祉タクシー事業 1,720,000 1,538,114 181,886 - 社会福祉課

一般会計 障がい者福祉施設整備事業 6,006,000 6,005,500 500 Ａ 社会福祉課

一般会計 地域活動支援センター事業 12,000,000 12,000,000 0 - 社会福祉課

一般会計 自立支援医療費支給事業 19,280,000 17,763,344 1,516,656 Ａ 社会福祉課

一般会計 障がい児わくわく子育て支援事業 323,903 323,203 700 Ａ 社会福祉課

一般会計 障がい児通所支援事業 54,219,000 47,114,215 7,104,785 Ａ 社会福祉課

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 837,265,527 786,755,955 50,509,572

0

0

100

109

47
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ④

施策Ｎｏ． 27 施　策　名 障がい者の社会参加と自立の促進

基本事業④の目的（意図） 障がい者が安心して暮らしています。

平成27年度における
主な事業内容（活動内容）

【相談支援事業】
・障がい者やその家族から相談を受け、各種サービスの調整等を行いました。
・相談事業は、主に身体・知的障がい者に関しては魚津市社会福祉協議会、精神障がい者に関しては医療法人社
団信和会　あゆみの郷に事業を委託しました。

成果指標名 単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

相談件数 件 1,617
1,630 1,640 1,650 1,660

1,720
1,535 1,443 1,281 1,321 1,155

基本事業名④ 相談体制の充実

社会福祉課

0

0

0

基本事業④を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
平成27年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 相談支援事業 12,341,634 12,341,634 0 Ａ

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計 12,341,634 12,341,634 0

0

0

1,670

1,663
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　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

【①社会参加の支援】
◆レクリエーション事業等参加率は横ばいで推移しています。障害者交流センター利用人数は、団体利用が増加したことにより、400名程度増加し
ています。

【②就労支援】
◆障がい者雇用率（魚津公共職業安定所管内）は、平成27年度は2.09％と前年度の1.94％から増加しています。また、県内平均1.91％を上回って
います。

【③障がい者自立支援サービスの充実】
◆グループホームを除いた障がい者施設入所者数は、平成22年度は66人でしたが、平成27年度は47人と着実に減少しています。
◆障がい福祉サービス事業者は、広域の利用者に対応していますが、当市は近隣市より高いサービス基盤が存在しているといえ、市民の期待水
準にかなり応えていると考えられます。

【④相談体制の充実】
◆委託事業所（２か所）への相談件数は、平成27年度は1,663件（前年度1,155件）と増加しています。

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

　（27年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①社会参加の支援】
＜障がい者連合会委託事業＞
◆知的・身体・精神の３障がい団体が連携した「魚津市障害者連合会」を中心として、交流事業やスポーツ、生きがい活動など様々な行事を行った
結果、社会参加促進に繋がりました。

【②就労支援】
＜障がい福祉サービス費等給付事業＞
◆就労移行支援や就労継続支援など障がい者の状態とニーズにあったサービス提供を行い、障がい者の就労意欲の向上に努めました。

【③障がい者自立支援サービスの充実】
＜障がい福祉サービス費等給付事業＞
◆グループホームを除く障がい施設入所者数は年々減少しており、その結果一部地域生活移行が進みました。

【④相談体制の充実】
＜相談支援事業＞
◆「新川地域自立支援協議会」等の関係機関と連携して、相談支援体制の充実に努めました。

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①社会参加の支援】
◆知的・身体・精神の３障害団体が連携した「魚津市障害者連合会」を中心に交流事業やスポーツ、生きがい活動など様々な活動を引き続き支援
します。また、連合会等の会員数増の取組に協力します。
◆県障がい者差別解消ガイドラインの普及・啓発に努めます。また、市職員対応要領を策定し研修等を実施します。

【②就労支援】
◆第４期障がい福祉計画の一般就労移行者数の数値目標（平成29年度末６人）達成に努めます。
◆障害者優先調達推進法に規定された調達方針の目標金額達成に努めます。

【③障がい者自立支援サービスの充実】
◆第４期障がい福祉計画の地域生活移行者数の数値目標（平成29年度末４人）及びサービス見込量達成に努めます。

【④相談体制の充実】
◆障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、すべての市民が障がい者に対して、偏見のない適切な接し方を実践できる必要が
あります。平成26年度に策定した障がい者基本計画（第３次）に基づき、関係機関との連携・協力によって、その啓発に努めます。

27年度の
評価結果
（基本事業
の成果を

考慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

３．施策の課題認識及び取り組み状況

施策Ｎｏ． 27 施　策　名 障がい者の社会参加と自立の促進
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第９次基本計
画からの変更

点

施策№繰上げあり。

◆障がい者が住み慣れた地域社会の一員として社会参加できるよう、障がい者の総合支援のための相談体制の充実とサービスの提供を実施しま
す。
◆障害者差別解消法の職員対応要領を作成して職員研修を実施し、適切な対応への理解を促進します。経営戦略会

議における施
策の課題及

び方針

部会評価
（協議結果、
今後の方針
及び課題等
について記

載）

28年度開始
の第10次基

本計画におけ
る対応施策

施策Ｎｏ． 施　策　名 基本事業① 社会参加の支援

26
障がい者の社会参加と自立の
促進

基本事業② 就労支援

基本事業③ 障がい者自立支援サービスの充実

基本事業④ 相談体制の充実

◆知的、身体、精神の３障がい団体が連合した「魚津市障害者連合会」との連携による交流事業やスポーツ、生きがい活動など様々な活動をはじ
めとして、障がい者にとって比較的良好な環境やサービスが提供できているため、現状の維持に努めること。
◆障がい者向けサービス提供のための基盤整備は、国、県等の補助金を活用できる民間法人等が整備することを原則として、市は、それを支援し
ていくこと。
◆障害者差別解消法の職員対応要領を作成し、職員研修を実施し、適切な対応への理解促進に努めること。
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